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●学位取得論文要旨
外国人住民への生活支援に於ける民間セクターの役割
　　　　　　　　　　一その効用と課題一
東洋大学大学院 社会学研究科　社会福祉学専攻
　　　　　　門　美由紀
1．研究の課題と視点
　従来労働者として、また一時的な滞在者として
位置付けられてきた外国人であるが、日本での滞
在の長期化やライフサイクルの多様化などその状
況は大きく変わっている。外国人を「労働力」＝
モノとしてではなく、「生活者」＝人として位置づ
ける必要がそこにはある，そして、彼らを生活者
として位置付けその生活の様相をみた場合、日本
社会でうまく適応できなかったり、不況などを背
景に生活に困難が生じたりするといった状況がみ
られる，そのため、生活者としての外国人への支
援は、労働に関わる支援ももちろんであるが、そ
れ以上に生活全般に対する支援が必要とされてお
り、本論文ではそれを生活支援という観点でとら
えることとする．
　社会福祉の議論において一般的には、生活支援
とはミクロなレベルで展開される具体的な援助活
動を指し示すことが多いが、多様化、複雑化、高
度化を見せる現代社会の生活問題にかかわるメゾ
レベルでの制度の管理運営や、マクロレベルでの
政策の立案策定まで含めて「生活支援」概念を位
置付ける例もみられる（古川編2007）。本論文でも
それにならうこととする．またその場合「生活支
援」概念は、生活問題への対応と解決緩和を図る
社会的な施策との関わりが生じてくることとなる一
そこで、政策・制度・援助を包括したものとして、
生活支援施策を位置付ける。
　そのうえで、外国人住民に対する生活支援の現
状という視点で問題をとらえなおしてみるなら
ば、外国人住民に対する生活支援施策において国
の対応は不十分であり、民間団体が大きな役割を
担っている一そして民間団体の活動には、生活支
援施策を担うだけではなく、施策の届かないとこ
ろにおいて活動を行ったり、施策の作り直しや新
たな施策化を求めてのソーシャル・アクションと
いったものも含まれる。外国人住民への生活支援
を行うこうした民間団体の役割や機能を分析し明
確化するために、本論文では、民間団体をインター
フェース装置として捉える。
　インターフェースについては社会福祉の研究領
域でも言及されている，エコロジカル・ソーシャ
ルワークでは、クライエントと環境との間のイン
ターフェースに介入の焦点を向けている。古川は
社会福祉の実践活動の中核にMリッチモンド以来
の「人間と環境が影響しあうその接点に介入する」
という考え方が存在しており、社会福祉の援助を、
個人と環境のインターフェースの部分に介入して、
生活上の困難や障害を緩和・軽減・解決する営み
として定式化している（古川2008：58－9）。また小
林は、地域の生活支援システムのうち、地域包括
支援センターを中心とした公的サービスのシステ
ムが地域住民との接点で果たしている機能につい
て、サービスの「システム」と住民との接点（イ
ンターフェース）の状況を描き出し明らかにしよ
うとしている（小林2008：7），すなわち、インター
フェースという用語は、一般には機械装置と人間
の、また社会福祉及び周辺領域においては環境と
人間の接点に位置して活動し両者を媒介する機能
や装置、それらを合わせたシステムを意味して用
いられるt
　本論文ではインターフェース概念を、長期滞在
外国人と日本社会の行政制度、社会制度、言語文化、
生活文化、行動様式、生活習慣などの接点に機能
し、長期滞在外国人の生活者としての日本社会へ
の適応、定住を支援し、促進するような活動にみ
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られる機能と装置、そしてそれらを総称するシス
テムをさすものとしてもちいる。インターフェー
ス機能は、近隣住民による活動から専門的知識や
技術をもつ専門家による活動にいたるさまざまな
活動のレベルにおいて展開される。また、個人の
ボランタリーな活動から近隣のネットワークによ
る活動、ボランタリー組織による活動にいたるま
でさまざまなレベルにおいて展開される装置であ
る．以上のインターフェース機能とインターフェー
ス装置とを合わせて、インターフェースのシステ
ムとして規定する，
2．研究の方法
　本論文における研究の枠組みは次のとおりであ
る。まず、日本における外国人施策の発展と、そ
の枠組みや機能について明らかにした。次に、都
道府県・市町村の取り組みについて整理を行い、
明らかにした。そして、外国人住民への生活支援
を行う民間団体の全国的な状況について明らかに
した。次に、地域を限定し個別の民間団体を抽出し、
その活動を明らかにした。まず、民間団体の活動
の一般的な状況を明らかにし、その活動のなかか
らインターフェース的な活動を抽出し、その役割、
機能を明らかにした．そのうえで、民間活動を支
え、規定している条件を明らかにした。以上を踏
まえ、外国人住民への生活支援を行う民間活動の
役割、意義を総括的に評価し、将来に向けての展
望を検討した。
　具体的事例の検討地域として、本研究では埼玉
県を選定した。民間セクターに位置付けられる組
織のうち、外国人住民の生活支援にかかわる組織
の多くはNPO，ボランタリー組織である。埼玉県で
地域に拠点を設置し、外国人住民への生活相談を
事業の中心に位置付け、複数言語による対応を行っ
ている民間団体4団体はすべて、調査の対象とした。
そのうち1団体には2010年夏より現在まで参与観察
調査を継続している。また、外国につながる子ど
もの日本語・学習支援を行っている団体が、県内
には少なくとも19団体存在している。子どもへの
支援は、日常生活から進学・就職に至るまで生活
環境も含めた支援が求められるため、必要に応じ
て生活支援を行うケースが見られる。そのうち設
立経緯に特徴のみられる8団体にインタビューを
行ったうえで、生活支援事例の見られる団体から2
団体を選定した。子どもが日々の生活を送るにあ
たって一つの柱となる、学校・教育委員会との連
携の強い団体と、子どもの生活のもう一つの場と
しての地域での、多様な社会資源との連携が見ら
れる団体である。
3．論文の構成
第1章
第2章
第3章
第4章
第5章
第6章
研究の課題と方法
長期滞在外国人問題
生活支援施策の動向
埼玉県における民間団体の生活支援
インターフェース装置としての民間団
体の分析
インターフェース装置としての民間セ
クターの展望
4．各章の概要
【第1章】研究の課題と方法
　研究の課題と視点、研究の方法について述べ、
研究の課題に関わる先行研究をまとめた．先行研
究については第一に、社会福祉領域における研究
の展開をまとめ、第二に、外国人住民の生活に着
目した研究が社会学領域を中心にみられるが、生
活の全体性の視点に基づいた外国人住民への生活
支援についての検討が必要であることを指摘した。
第三に、インターフェース装置としての民間団体
の実践を理論的に位置付ける概念として、移民に
かかわる近年の理論のうち、ソーシャル・インク
ルージョンをあげた。第四に、社会モデルとして
の多文化福祉社会概念を先行研究1より提示した．
　以上より本論文では外国人住民への生活支援と
いう視点から、かれらの生活に寄り添いそのニー
ズを解消する支援を行う民間団体の活動をソー
シャル・インクルージョンを目指し、多文化福祉
社会の形成に寄与するものとして位置付けること
とした，そして、ソーシャル・インクルージョン
を目指す生活支援施策のあり方について、インター
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フェース装置としての民間団体の役割分析を通し、
多文化福祉社会形成に向けての展望を示すことを
本論文では目標とした，
【第2章】長期滞在外国人問題
　1980年代以降増加したニューカマーと呼ばれる
外国人は、日本で長期滞在・定住化する中で、納
税の義務などを有する一方、シティズンシップを
有しないために社会的にバルネラブルな状態に陥
りやすい点をまず指摘した。そしてニューカマー
外国人についての研究は、日系ブラジル人をはじ
めとする外国人住民の増加と滞在の長期化、それ
に伴う課題の顕在化に呼応する形で展開していっ
たことを踏まえ、入管法改正以降を5期に分け、
長期滞在外国人の抱える問題の多様化に伴う研究
の視点の変遷をまとめた．一時的滞在者としての
労働者という位置づけから、長期滞在・定住化が
進むに従い、当初は留保されていた生活者として
位置付ける視点が次第に強まっていった。そして、
医療、子どもの教育からより包括的に生活全体に
着目した研究へと広がりがみられ、地域社会にお
けるホスト住民としての日本人との関係や、日本
社会の政治経済的背景を踏まえたうえでの問題提
起へと展開していったことを明らかにした。
　以上の先行研究の検討より、行政による外国人
への生活支援施策はいまだ十分ではないと考えら
れることから、外国人住民への生活支援にかかわ
る国及び地方自治体による生活支援施策および、
民間団体による生活支援の展開を整理し、現状の
課題を把握する必要性を明らかにした．
【第3章】生活支援施策の動向
　日本における外国人への生活支援の動向につい
て、生活者としての外国人に対する国レベルと自
治体レベルの施策の動向とそれらに対する民間団
体の関与に分け、それぞれ時系列で整理を行い画
期に分けその特徴をみた。まず、国レベルの対応
の遅れや不備を自治体が補完し、国及び自治体の
対応の遅れや不備を民間団体が補完しているとい
うことを明らかにした，また、自治体は国に対し、
民間団体は自治体や国に対し、施策化への働きか
けを行っていた一とりわけ民間団体は、外国人住
民の増加と滞在の長期化に伴うニーズの多様化に
対する施策の展開が後追いとなりがちな現状にお
いて、その時間的ずれを調整し、また、ニーズとサー
ビスとのずれを調整する、重要な役割を担ってき
たことがうかがわれた，以上より、民間団体によ
る生活支援について検討する意義が見出された。
【第4章】埼玉県における民間団体の生活支援
　外国人住民への生活支援を行う民間団体の役割
や機能を分析するにあたって、ここからは、埼玉
県を事例に検討を行った．
　「第1節　埼玉県の支援施策」では、社会福祉に
おける分権化の視点から、その現状と課題を分析
した。埼玉県における生活者としての外国人に対
する多文化共生施策の現状は、①広域自治体とし
ての埼玉県による間接的条件整備機能の進展、②
基礎自治体としての市町村における間接的条件整
備の先行、③広域自治体としての埼玉県の外郭団
体による間接的条件整備および市町村自治体に求
められる直接的援助提供の補完に整理できた。市
町村では、国際交流、国際協力から多文化共生の
視点に立つ外国人住民への生活支援へと、施策は
徐々に方向転換しつつあるが、直接的援助提供の
整備には遅れが見られることが明らかになった，
　「第2節　民間団体の動向」では、埼玉県が実施
した調査1を元に、外国人住民を取り巻く状況と外
国人住民の生活支援ニーズについての考察を行っ
た．①生活支援ニーズを生じさせる背景として生
活を規定する就労条件などの経済的側面、言語、
生活習慣等の相違や差別・偏見といった文化的側
面、不十分な生活インフラや排除といった社会的
側面が存在すること、②生活支援ニーズの生じる
原因として、日本語が分からないことなどによる
「言葉の壁」、文化を背景とする差別や偏見などの
「心の壁」、社会サービス利用に当たっての「制度
利用の壁」が明らかになったrその結果、情報・
コミュニケーション、保育・教育、居住、健康な
ど③生活支援ニーズの生じがちな領域がみられた。
次に、こうした状況に対応する形で1990年代半ば
ごろから増加してきた、地域での日本語教室や外
国人支援団体など、民間団体の動向をまとめた
　「第3節　民間団体による活動の状況」では、埼
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玉県内で外国人住民への支援を行っているボラン
タリー組織の活動状況を、より詳細にみた。イン
タビューと団体資料を元に、工設立経緯、②現在
の活動、⑥生活支援の内容、㊧子どもへの支援、
⑤地域での連携、⑥支援の課題の順に、団体ごと
に整理を行った一「第4節　生活支援プログラムの
構築」では、NPO法人格を取得し行政との協力関
係を構築して事業を展開している2団体が、外国人
住民のニーズに応ずる形で支援を変遷させていく
過程で、エンパワメントを目的とする生活支援プ
ログラムを構築していることを明らかにした。
【第5章】インターフェース装置としての民間
　　　　団体の分析
　「第1節　活動の分析にあたって」ではまず、各
民間団体の概要を構造の側面からまとめた。組織
の構造としてはそれぞれ特徴のみられる民間団体
であるが、外国人住民への生活支援を行う民間団
体としての役割と機能には一定の共通性がみられ
たため、インターフェース装置としての民間団体
の役割と機能という視点から分析を行った，イン
ターフェース装置としての民間団体の機能は、外
国人住民に必要とされる社会サービスへと媒介調
整するのを始め多岐にわたることが、事例から明
らかになった。施策が不在であったり不十分な中、
自らが直接援助を提供する主体となることもある。
また、地域住民への多文化理解の促進といった環
境整備なども行っていた，そして、インターフェー
ス装置としての民間団体が存在すること自体が、
外国人住民に対する見守りや生活支援ニーズ発生
の予防といった機能につながっていることがうか
がわれた。その多様性は社会福祉における相談援
助の機能に重ね合わせてみることで、明らかにで
きると考えた．そこで古川による相談援助機能の
分類①直接援助機能、②媒介調整機能、③管理運
営機能（古川2009：98－99）に基づき「第2節　イ
ンターフェース装置としての日常生活支援一「第3
節　インターフェース装置としてのプログラム構
築」において、分析を行った，そしてインターフェー
ス装置としての民間団体の活動による成果を、「第
4節　民間団体による活動の成果」で明らかにし
た、
　まず、民間団体は生活支援に当たって①直接援
助機能をもって外国人住民の生活支援ニーズ解消
を目指す事例が多くみられた。具体的には「a．利用
可能な施策（政策・制度・援助）そのものがなく
生活支援ニーズが解消できない中での援助の機能」
「b施策があっても不十分な場合に直接援助を行う
機能」「c．生活支援サービス利用にあたって通訳や
制度理解のサポートのための同行支援までおこな
う機能」の3つの側面が認められた。
　次に、「②媒介調整機能」については「a政府セ
クターにおける関連サービス・機関への紹介・取
り次ぎ機能」、「b．政府セクター以外の社会資源（市
場セクター、他の民間団体など）への紹介・取り
次ぎ機能」「c．総合的な支援を可能にするための多
様な組織とのソーシャル・ネットワーキング機能」
がみられた。「③管理運営機能」には「a．生活支援
ニーズ解消のための新たなプログラム構築や研修、
講座の開催や調査の実施機能」「b．ニーズ発生の予
防、複合化防止の観点からの地域における日常生
活の見守り機能」「c．地域社会の多文化理解促進と
いった環境整備面の対応機能」「d根本的な問題解
決を目指し行政に対する施策化要望のソーシャル・
アクションを起こす機能」の側面がみられた。い
ずれの団体も①直接援助機能、②媒介調整機能、
③管理運営機能を適宜働かせて支援にあたってい
た。
　以上をまとめるならば、生活支援ニーズを抱え
た外国人住民への支援を行う民間団体は、同国人
ネットワークや親族といった脆弱かつ不安定なイ
ンフォーマル・セクター、組織の数そのものが少な
かったり、利用するには高額である市場セクター、
外国人住民により組織の存在が認識されづらかっ
たり、言葉の壁などにより支援をためらいがちな
ボランタリー組織や社会福祉協議会などの民間セ
クター、縦割りであったり対象が限定的で利用可
能なサービスが見えづらい政府セクターなどの社
会資源へと架橋し、相談援助機能における①直接
援助機能、②媒介調整機能、③管理運営機能を適
宜働かせ、インターフェース装置としての役割を
果たしていることが明らかとなった，
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【第6章】インターフェース装置としての民間
　　　　　セクターの展望
　本章では、民間セクターによる生活支援の効用
と課題を明らかにし、民間活動の役割とその意義
についての総括的な評価を行い、多文化福祉社会
の形成に向けての展望を示した．
　「第1節　民間セクターによる生活支援の効用と
課題」では、民間セクターがインターフェース装
置を担い、外国人住民と工行政窓口・職員、②各
セクター、③地域社会などとの間におけるインター
フェース装置として生活支援を行い、言葉の壁・
心の壁・制度利用の壁に対する様々な働きかけを
行うことで、きめ細やかな対応や支援に当たって
の柔軟性、ソーシャル・アクションを通しての制
度改善等、様々な効用がみられることを明らかに
した。一方、運営基盤の安定や関係団体の連携・
分担といった課題もみられた。そこで「第2節
民間団体による活動充実への課題」では、民間セ
クターのインターフェース装置としての役割向上
にあたっての課題に対し、場の提供や活動資金の
補助といった公的支援や公設民営の支援機関設置、
専門性の確立、自治体・国との役割分担など、検
討が必要とされる事項を提起した。
　以上を踏まえ、最後に外国人住民に対する生活
支援の展望を「第3節　多文化福祉社会の形成に
向けて」として示した。民間団体の支援は多岐に
わたり、民間団体による支援の利点とインター
フェース装置としての意義を多く認めることがで
きた。多文化福祉社会は、そこに暮らす人々によっ
て作り上げられるものであり、上からの制度的充
実によって初めて構築されるものではないことも
事例からはうかがわれたr民間セクターは政府セ
クターや市場セクター、インフォーマル・セクター
との協働関係を結びつつ、外国人住民に寄り添い、
日本人住民との心の壁を取り除く役割を担うこと
が期待される一被支援者から支援者へとその立場
が変容していく団体活動の事例などから、インター
フェース装置としての支援組織の存在は、当事者
のエンパワメントのきっかけとなることも明らか
にできたr
　民間団体はインターフェース装置として、地域
に密着した形での活動を進めていくことが期待さ
れるr民間団体の役割はソーシャル・インクルー
ジョンの実現を目指す実践としての共通性を有し、
その実践は、国や地方自治体による生活支援施策
の充実に反比例するものではなく、多文化福祉社
会の創造主体としての民間セクターの意義を認め
ることができた。
　外国人住民のソーシャルaインクルージョンと
は、日本人住民、外国人住民のいずれもが、地域
に暮らす同じ市民として生活しているとの認識を
持てるようになることに関わるものでもある。制
度的な保障が実現しても、地域社会において日本
人住民が無意識の排除を行っているようでは、ソー
シャル・インクルージョンの実現には程遠い。一方、
外国人住民もまた市民としての権利と義務の双方
を認識し、地域社会の一員として参加していくと
いった主体性が求められることとなる。
　インターフェース装置としての民間セクターは、
外国人住民への生活支援に当たって、制度利用の
壁や言葉の壁だけでなく、こうした心の壁を取り
除いていくための様々な試みを行い、ソーシャル・
インクルージョンを実現し多文化福祉社会を形成
していく主体として期待されると結論した，
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